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２０２２（令和４）年１２月１７日

大阪市社会福祉協議会（団体会員申請中）発表責任者 松尾浩樹

【自由研究発表】

１０年の活動推移からみる
大阪市内地域包括支援センター
の地域コミュニティにおける役
割に関する考察
～地域や生活に根ざすセンターの視点から～

第34回近畿地域福祉学会大阪大会



発表の構成

１ はじめに

２ 研究の目的

３ 社会背景の変化

４ 地域包括支援センターを取り巻く状況の変遷

５ 地域包括支援センターにおける活動実績の

推移状況

６ 考察
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1 はじめに
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1 はじめに
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・大阪市社協では平成22（2010）年
度から【地域包括支援センター連絡調整
事業】を受託。

・市内全包括・ブランチの実績集計・分
析、研修、定期会議、業務ワーキング、
問合せ対応等を担当。

・認知症施策の一環としてキャラバン・
メイト養成等の業務も担っている。



２ 研究の目的
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2 研究の目的
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大阪市内の地域包括支援センター（以下、セ
ンター）の圏域が徐々に細分化し、市内６５
圏域となった平成２４（２０１２）年度と令
和３（２０２１）年度を比較し、社会情勢の
変化と、事業を通じて把握・蓄積してきたセ
ンターの活動状況の変化とを重ね合わせるこ
とで見えてくる、地域コミュニティにおいて
求められるセンターの役割等を考察する。



考察の結論
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３つの重要性について考察しました。

①総合相談をパンクさせない

②生活全体を捉えた連携支援

③地域におけるアンテナの拡大



３ 社会背景の変化

8



３ 社会背景の変化
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大阪市高齢者実態調査報告書、大阪市高齢
者保健福祉計画・介護保険事業計画から、
高齢者人口と６５歳以上の単独世帯の比重
推移、認知症高齢者人口等の経年変化を確
認するとともに高齢者の日常生活の一端を
垣間見るデータを比較した。



３ 社会背景の変化
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①高齢者人口（推計値） 増加率1.1倍
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３ 社会背景の変化
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②認知症高齢者人口（推計値）

増加率1.35倍
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３ 社会背景の変化
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③65歳以上の単独世帯の比重推移
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３ 社会背景の変化
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④ひとり暮らし高齢者の近所付き合いの程度の変化
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３ 社会背景の変化
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⑤継続的に参加している団体・集まり「参加していない」

⑥仕事をしたい（続けたい）理由「生活費が必要だから」
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４ センターを取り巻く
状況の変遷
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４センターを取り巻く状況の変遷
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①包括圏域数の拡大（細分化）

平成１８（２００６）年度 ２４ヶ所

平成２１（２００９）年度 ２７ヶ所

平成２２（２０１０）年度 ３８ヶ所

平成２３（２０１１）年度 ５４ヶ所

平成２４（２０１２）年度 ６５ヶ所

平成２５（２０１３）年度 ６６ヶ所

以降令和３（２０２１）年度も６６ヶ所



４センターを取り巻く状況の変遷

17

②評価のしくみの導入
大阪市では早くから評価の仕組みが導入され、セン
ターの包括的かつ継続的、公平かつ中立な支援体制が
担保され、専門機関としての質の向上が図られてきた。

･平成１８（２００６）年度 自己評価の仕組み導入

･平成２１（２００９）年度 客観評価（事業実施基
準）と課題対応取組みの報告・公表の仕組み導入

･平成２４（２０１２）年度 応用評価の仕組み導入
※平成３０（２０１８）年度に厚生労働省が全国統一の評価基準を示し、

翌年度 大阪市の基準の文言等が一部見直された。



４センターを取り巻く状況の変遷
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③受託法人の原則公募化

･平成18（2006）年度～各区に１か所
設置されており、各区社会福祉協議会が
運営を受託。

･以降圏域の細分化に伴い新たに設置され
るセンターは公募化されたほか、平成２
５（２０１３）年度以降はすべてのセン
ターの受託法人が原則公募化



４センターを取り巻く状況の変遷

19

④地域包括ケア推進体制の充実
･平成２６（２０１４）年、介護保険法改正。在宅医療・介護連携推進事業や生活
支援体制整備事業、認知症総合支援事業が包括的支援事業に位置付けられた。

･平成２７（２０１５）年、介護保険法改正。センターの設置運営要綱が見直され、
適切な人員体制の確保、市町村との役割分担と連携、センター間の役割分担と連
携、効果的なセンター運営の継続が掲げられた。

･平成２９（２０１７）年度、認知症施策推進の中核機関として、各区に１ヶ所の
認知症総合支援事業を実施するセンターを「認知症強化型地域包括支援セン
ター」として位置づけ、区内のネットワーク化を進めることにより、地域の認知
症対応力の向上を図るとされた。

これらにより、地域包括ケア推進体制の充実が図られてきた。



４センターを取り巻く状況の変遷
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⑤地域ケア会議の持ち方の広がり

従来の「個別ケース検討」に加えて

平成２６（２０１４）年度～

「事例検証：ふり返り」「見えてきた課題のまとめ」

平成３０（２０１８）年度～

「自立支援型検討会議」

※平成２７（２０１５）年度から、介護保険法に市町村が地域ケア会議を

行うよう努めなければならない旨などが規定され、個別ケア会議から見

えてきた課題を政策形成につなげていくことが明確化。



４センターを取り巻く状況の変遷
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⑥職員配置体制の強化

センター名
平成２４年度～受託分
（2012）

令和４年度～受託分
（2022）

増加率

中央区北部 ３．５人 ５．５人 １．５７倍

城東区菫・
鯰江東

４．５人 ６．５人 １．４４倍

鶴見区南部 ３．５人 ５．０人 １．４２倍

住吉区西 ４．５人 ６．５人 １．４４倍

※運営法人募集（公募）において示された基準配置職員必要職員数を比較
※基準配置職員に加えて、現行では、大阪市独自の財政措置により、自立支援型ケ
アマネジメント検討会議の担当職員、体制強化のための職員、地域ケア推進担当
職員が配置されている。



４センターを取り巻く状況の変遷
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⑦要介護認定状況（比重の比較）

要支援が１．５％増加、要介護は１．５％減少

平成２５年３月末時点
(2013）

令和２年３月末時点
（2020）

要支援 ３４．９％（５０，２３４人） ３６．４％（６４，２６８人）

要介護 ６５．１％（９３，６０７人） ６３．６％（１１２，７７４人）

合 計 １００％（１４３，８４１人） １００％（１７７，０４２人）



４センターを取り巻く状況の変遷
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⑧センターの認知度の変化
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５ センターにおける
活動実績の推移状況
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５ センターにおける活動実績の推移状況
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①総合相談の対応状況
平成２４年度

（2012）

令和３年度

（2021）
増加率

相談実人員 ４６，４８２人 ５６，８９３人 １．２２倍

相談延べ件数 ２３２，３５３件 ４８１，８４０件 ２．０７倍

１か所あたりの相談件数 ３，５７４件 ７，３００件 ２．０４倍

１人あたりの相談回数 ４．９回 ８．５回 １．７３倍

介護支援専門員
個別相談件数

３７，１５９回 ８６，６６７回 ２．３３倍
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【参考】センター１か所あたりの総合相談件数

（全国平均と大阪市内平均の比較）
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②総合相談における相談内容の比較

相談内容
平成２４年度
（2012）

令和３年度
（2021）

増加率

介護サービスについて ５４，３４５件 １５６，４４５件 ２．８７倍

経済・生活問題
について

４２，９４２件 １２０，０９９件 ２．７９倍

介護予防サービス
について

３６，６２１件 ７３，８６５件 ２．０１倍

虐待に関すること １２，６４５件 １４，４９５件 １．１４倍

成年後見に関すること ４，８００件 １０，６４９件 ２．２１倍

５ センターにおける活動実績の推移状況
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③地域ケア会議に関する状況（量的比較）
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③地域ケア会議に関する状況（質的検討）
地域ケア会議から見えてきた課題（市域課題）の比較（2012・2021）

●共通要素

・支援困難性、近隣トラブル

・地域との関係の希薄さ、経済的虐待リスク

・制度の狭間、支援拒否、複合的背景等

●令和3（2021）に新たに見られた要素

・受診や支援の拒否、他疾患を併せ持つ高齢者等→高齢者像の具体化

・家族の介護負担の増大、虐待リスクの増大など

・金銭管理の問題、後見人選定までの間の在宅支援、職員の負担など

・キーパーソンの不在や家族の関係性、８０５０、老々介護・認認介護
※加えてこの年度には、コロナ禍における高齢者の課題や自立支援型ケアマネジメント検討会議の課題など

が新たに項目立てされ、社会資源の不足、情報が行き届いていない等の課題指摘あり

５ センターにおける活動実績の推移状況
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④その他の状況（地域との関係づくり）
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④その他の状況（介護予防プラン作成）
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【参考】包括担当分の事業所１か所あたりの件数

（全国平均と大阪市内平均の比較）※一部委託外
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６ 考察
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６ 考察
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①総合相談に見るセンターへの期待と

リスクへの対応
・高齢者人口、認知症高齢者の増加等→体制の充実、認知度向上

・総合相談にみる変化：相談実人員、延べ件数の増加

・介護サービス、経済・生活問題に関する相談の顕著な増加

⇒社会背景の変化、解決の糸口を見出したいという「期待値」

⇒介護支援専門員からの相談も大幅に増加：「信頼性」の高まり

⇒総合相談への業務負担も増大：対策としては考えられるのは…

人員体制強化、業務の効率化、外部連携強化

⇒2025（令和7）年以降現役世代急減局面へ変化 etc

相談内容の質的変化、より困難性の高い相談の増加への対応

総合相談を
パンクさせない



６ 考察
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②生活全体を俯瞰して多面的に捉える

視点と多機関連携の重視
・「虐待に関する相談」の増加率は低く、養護者による虐待通報

件数を見ても横ばいも…支援拒否、相談躊躇ケースは一定ある。

・地域ケア会議から見えてきた課題（市域課題）の質的比較から、

高齢者本人の現状に着目する視点→地域における在宅生活全体

を俯瞰した支援という視点への変化が感じとれる。

⇒社会福祉法の改正により創設された重層的相談支援体制整備事

業に象徴されるように、福祉制度・施策と生活課題の多様性・

複雑性から現れる支援ニーズの間に生じるギャップにいかに向

き合えるか、センターも今まで以上に問われてくる。

生活全体を捉えた
連携支援



６ 考察
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③地域資源づくりへの関わりの重要性
・10年前と比較し地域との関わりは着実に深まっている（認知

度・関係づくり）

・一方で高齢者の孤立化リスクも同時に進んでいる。

・社会資源・地域資源の不足、情報の未浸透が課題視（地域ケア

会議から見えてきた市域課題）される中、住民同士、住民と専

門職がつながり・関わりを持てる地域資源が一層重要になる。

⇒生活支援体制整備事業により地域資源づくりが進められている

中、孤立化リスクの低減、住民とのファーストコンタクトを取

りやすくなるといった観点からも、センターもこのプロセスに

直接的間接的を問わず関わっていくことは重要で、地域に根ざ

したセンターをより一層体現するものとなる。

地域における
アンテナの拡大



おわりに
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おわりに

･現場には数字に表れない苦労、工夫、実践、

職員一人ひとりの奮闘がある。

･地域包括ケア推進の目途とされてきた令和7
（2025）年を控え、その到達点や今後置く
べき重点を考える機会にしていきたい。

・センターが地域コミュニティに求められる
役割を我々自身も十分に認識し、今後も一層
きめ細かい後方支援にあたっていきたい。
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地域に根ざした
市民社会の成熟を目指して。

ご清聴ありがとうございました。

社会福祉法人 大阪市社会福祉協議会
大阪市天王寺区東高津町12ｰ10
☎ ０６－６７６５－５６０１

https://www.osaka-sishakyo.jp/

ささえる、つなげる、ひろげる。
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総合相談における相談内容の比較

相談内容
平成２４年度
（2012）

令和３年度
（2021）

増加率

福祉サービスについて １２，０３５件 １５，２４１件 １．２６倍

保健・医療サービス
について

２０，２６０件 ４７，４０８件 ２．３３倍

家族・家庭問題
について

９，０４１件 １５，４８９件 １．７１倍

生きがいづくり ４８３件 ３，１２８件 ６．４７倍

介護予防事業に関する
こと

２５，３９６件 １０，１０１件 ０．３９倍

【参考】
センターにおける活動実績の推移状況

※介護予防・日常生活支援総合事業



【参考】大阪市における地域ケア推進会議
地域ケア会議から政策形成につなげる仕組み

大阪市福祉局資料



地域包括支援センター 地域ケア会議

基幹相談支援センター 自立支援協議会

自立相談支援センター

子育て包括支援センター

連携会議

連携会議

支
援
困
難
事
例
の
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制度の狭間の相談窓口 地域の多様な関係者によるプラットホーム

総合的な支援体制づくり

包括支援体制は新たな協議体を作るのか（イメージ）
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